
長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、土砂災害から住民の生命、身体及び財産を保護するため、社会資本整

備総合交付金交付要綱（平成２２年４月１日施行。以下「交付金要綱」という。）に規定

する住宅・建築物の土砂災害対策改修に関する事業を行う者に対して、補助金を交付する

ことに関し、交付金要綱及び京都府住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱

（平成２８年京都府告示第３５１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 土砂災害対策改修 危険住宅について、土砂災害に対して安全な構造となるよう行

う工事であって、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「令」という。）

第８０条の３の規定に適合させるものをいう。 

⑵ 危険住宅 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域（以下「特別警

戒区域」という。）内に存する住宅又は居室を有する建築物（内外にわたる場合を含む。）

で、特別警戒区域に指定された際、現に存し、又は現に建築中であったもの及び令第８

０条の３の規定に適合していないものをいう。 

⑶ 建築士 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一級建築士

又は同条第３項に規定する二級建築士の資格を有する者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 土砂災害対策改修に関する事業を行う者 

⑵ 市税を滞納していない者 

⑶ 土砂災害対策改修に関する事業を行う関係者全員が、長岡京市暴力団排除条例（平成

２４年長岡京市条例第２０号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」

という。）でないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる要件のい

ずれにも該当する事業とする。 

⑴ 本市の区域内に存する危険住宅について行う土砂災害対策改修であること。 

⑵ 建築士が設計及び工事監理を行う土砂災害対策改修であること。 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、危険住宅１棟につき、補助対象事業に要する工事費（消費税及

び地方消費税に相当する額を除く。）に１００分の２３を乗じて得た額とし、補助対象事

業費の限度額は、交付金要綱附属第Ⅲ編第１章イ－１６－（１２）－①１２第２号に規定



する額とする。ただし、補助金の交付は、危険住宅１棟につき１回に限るものとする。 

２ 補助金の交付額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（事前協議） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象事業に

着手する前に、関係書類を添付して長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業事前協議

書（別記様式第１号）を市長に提出し、市長と協議しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による事前協議書の提出があったときは、内容を審査の上、長岡京

市住宅等土砂災害対策改修支援事業認定（不認定）通知書（別記様式第２号）により申請

者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 前条第２項の規定による認定を受けた申請者は、関係書類を添付して長岡京市住

宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付申請書（別記様式第３号）を市長に提出しな

ければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、内容を審査の上、補助金

の交付の適否を決定し、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付決定通

知書（別記様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をする場

合において、次に掲げる条件を付するものとする。 

 ⑴ 交付決定通知日以降に、補助対象事業に着手すること。 

 ⑵ 補助対象事業が適正に行われることを確認するため、必要があるときは、市長が現地

において実施状況及び完了後の現況等を確認するものとする。 

 ⑶ 前号に規定する確認について、補助対象事業を施工する工事施工者等は協力するこ

と。 

（計画の変更） 

第９条 前条第 1 項の規定による交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）

は、交付決定を受けた後に第７条に規定する申請の内容を変更しようとするときは、関係

書類を添付して長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付変更申請書（別

記様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、内容を審査の上、補助金の交

付の適否を決定し、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付変更決定通

知書（別記様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助対象事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止をしようとするときは、長岡京

市住宅等土砂災害対策改修支援事業中止届・廃止届（別記様式第７号）を遅滞なく市長に

提出しなければならない。 

（完了実績の報告） 



第１１条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、補助対象事業完了後１５日以内

又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、関係書類を添付して長岡京市住宅等土砂

災害対策改修支援事業完了実績報告書（別記様式第８号）を市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による完了実績報告書の提出があったときは、内容を審査の

上、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事

業費補助金交付確定通知書（別記様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１３条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、前条の確定通知書を受領し

た日から１５日以内又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、長岡京市住宅等土砂

災害対策改修支援事業費補助金支払請求書（別記様式第１０号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（補助金の交付） 

第１４条 市長は、前条の規定による支払請求書の提出があったときは、当該補助事業者に

対し、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当するときは、交付決定若しくは補助金

の確定を取消し又は変更することができる。 

⑴ 廃止届を提出したとき。 

⑵ 偽りその他の不正な手段により、交付決定又は補助金の交付を受けたとき。 

⑶ 補助対象事業に係る工事施工者等が、暴力団員等であることが判明したとき。 

⑷ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により交付決定を取消し等を行った場合において、当該取り

消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を

命ずることができる。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

 



別記様式第１号（第６条関係） 

    年  月  日 

 

 

長岡京市長 様 

 

申請者   〒   －        

住 所          

氏 名              

電話番号           

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業事前協議書 

 

土砂災害対策改修支援事業を下記のとおり実施したいので、長岡京市住宅等土砂災害対策

改修支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により事前協議書を提出します。  

 

記 

 

１ 補助対象住宅等の所在地 

 

 

２ 事業概要 

 

 

３ 事業実施予定期間        年  月  日から 

                  年  月  日まで 

 

 

４ 添付書類 

⑴ 事業実施計画書（別紙） 

⑵ 事業実施に係る見積書（写し） 

⑶ 危険住宅に係る図面（位置図、配置図、各階平面図） 

⑷ 危険住宅に係る登記事項証明書又は所有者が確認できる書類（写し） 

⑸ 危険住宅の改修工事に係る図面（各階平面図、構造図） 

⑹ 危険住宅の建築年月日が確認できる書面（写し） 

⑺ 危険住宅の現況写真 

⑻ 建築基準法施行令第８０条の３の規定についての現況と改修後の適合検討書 

⑼ 設計者の建築士免許証（写し） 

⑽ その他市長が必要と認める書類 



（別紙） 

事業実施計画書 

 

危 険 住 宅 

所 在 地  

用 途  

建 築 年 月 日 年  月  日 

構 造  

階 数 地上  階 ・ 地下  階 

延 べ 床 面 積              ㎡ 

構 造 設 計 を 行 っ た 

建 築 士 

事 務 所 名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

事務所登録番号 

及び登録年月日 
 

建 築 士 氏 名  

建築士登録番号  

改 修 の 方 法 

 

 

 

施 工 予 定 者 

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

交 付 申 請 予 定 額 の 

算 出 方 法 

⑴ 土砂災害対策改修に要する工事費 

（消費税等相当額を除く。）            円  

⑵ ⑴と第６条に定める補助限度額のいずれか少ない方の額 

                円    

⑶ 交付申請予定額 

（⑵×２３／１００）                     円  

                 （１，０００円未満切捨て）  

 



別記様式第２号（第６条関係） 

年  月  日 

 

 

             様 

 

     長岡京市長            

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業認定（不認定）通知書 

 

     年  月  日付けで提出のありましたがけ地近接等危険住宅移転事業事前協議

書を審査したところ、下記のとおり決定しましたので、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支

援事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

 

２ 決定の区分   認定 ・ 不認定 

 

３ 事業実施予定期間      年   月   日から 

        年   月   日まで 

 

４ 不認定の理由 

 

  



別記様式第３号（第７条関係） 

  年  月  日 

 

 

 長岡京市長 様 

 

申請者   〒   －       

住 所      

氏 名            

電話番号           

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付申請書 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定により、

認定通知を受けたので、同要綱第７条の規定により、補助金の交付について申請します。 

 なお、申請者及び申請危険住宅が、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交

付要綱に定める土砂災害対策改修支援事業の対象となることを確認するために、市が、住民

基本台帳その他の情報について調査すること、申請者等の個人情報等を、市が補助を受ける

ために関係官庁に報告することに同意します。また、市が、住宅等土砂災害対策改修支援事

業の内容について関係事業者等に確認することにも同意します。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

２ 補助金交付申請額           円 

３ 事業実施予定期間        年  月  日から 

                  年  月  日まで 

４ 添付書類 

⑴ 事業実施計画書（別記様式第１号の別紙） 

⑵ 事業実施に係る見積書（写し） 

⑶ 危険住宅に係る図面（位置図、配置図、各階平面図） 

⑷ 危険住宅に係る登記事項証明書又は所有者が確認できる書類（写し） 

⑸ 危険住宅の改修工事に係る図面（各階平面図、構造図） 

⑹ 危険住宅の建築年月日が確認できる書面（写し） 

⑺ 危険住宅の現況写真 

⑻ 建築基準法施行令第８０条の３の規定についての現況と改修後の適合検討書 

⑼ 設計者の建築士免許証（写し） 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

  



別記様式第４号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

     長岡京市長            

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のありました住宅等土砂災害対策改修支援事業費

補助金について、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱第８条の規定

により、下記のとおり補助金の交付を決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

 

 

２ 補助金交付決定額       円 

 

 

３ 交付条件 

 ⑴ 交付決定通知日以降に、補助対象事業に着手すること。 

 ⑵ 補助対象事業が適正に行われることを確認するため、必要があるときは、市長が現地

において実施状況及び完了後の現況等を確認するものとする。 

 ⑶ 前号に規定する確認について、補助対象事業を施工する工事施工者等は協力すること。 

 

  



別記様式第５号（第９条関係） 

   年  月  日 

 

 

 長岡京市長 様 

 

申請者   〒   －        

住 所    

氏 名           

電話番号           

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付変更申請書 

 

     年  月  日付け、      により補助金交付決定を受けた住宅等土砂災

害対策改修支援事業について、下記のとおり変更したいので、長岡京市住宅等土砂災害対策

改修支援事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

危 険 住 宅 の 所 在 地  

変 更 の 理 由  

変 更 の 内 容  

変 更 後 補 助 申 請 額                   円 

変 更 後 の 

事 業 実 施 期 間 

         年   月   日から 

         年   月   日まで 

 

 添付書類 変更の内容を確認できる書類 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

     長岡京市長            

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付変更決定通知書 

 

    年  月  日付け、      により補助金の交付決定をし、    年  月  

日付けで交付変更申請があったことについて、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費

補助金交付要綱第９条第２項の規定により、下記のとおり決定したので通知します。 

  

記  

 

危 険 住 宅 の 所 在 地  

変 更 前 補 助 金 交 付 決 定 額                   円 

変 更 後 補 助 金 

交 付 決 定 額 
                  円 

変 更 後 の 

事 業 実 施 期 間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

そ の 他  

 

  



別記様式第７号（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

 

 長岡京市長 様 

 

申請者   〒   －       

住 所           

氏 名                   

電話番号                     

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業中止届・廃止届 

 

     年  月  日付け、      により補助金交付決定の通知を受けた住宅等

土砂災害対策改修支援事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、長岡京市住宅

等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱第１０条の規定により届け出ます。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

 

 

 

２ 中止（廃止）をする理由 

 

 

 

 

 

  



別記様式第８号（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

 

 長岡京市長 様 

 

申請者   〒   －       

住 所           

氏 名             

電話番号                    

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業完了実績報告書 

 

  年  月  日付け、      で交付決定されました住宅等土砂災害対策改

修支援事業が完了したので書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

 

 

２ 補助金交付決定額            円 

 

 

３ 事 業 実 施 期 間   年   月   日から 

年   月   日まで 

 

４ 添付書類 

⑴ 事業実施報告書（別紙） 

⑵ 改修工事の写真 

⑶ 改修工事に係る請負契約書等（写し） 

⑷ 改修工事に係る領収書（写し） 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

事業実施報告書 

 

危 険 住 宅 

所 在 地  

用 途  

建 築 年 月 日 年  月  日 

構 造  

階 数 地上  階 ・ 地下  階 

延 べ 床 面 積              ㎡ 

構 造 設 計 を 行 っ た 

建 築 士 

事 務 所 名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

事務所登録番号 

及び登録年月日 
 

建 築 士 氏 名  

建築士登録番号  

改 修 の 方 法 

 

 

 

施 工 者 

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

交 付 額 の 

算 出 方 法 

⑴ 土砂災害対策改修に要する工事費 

（消費税等相当額を除く。）             円  

⑵ ⑴と第６条に定める補助限度額のいずれか少ない方の額 

                  円    

⑶ 交付額 

（⑵×２３／１００）                     円  

                 （１，０００円未満切捨て）  

 



別記様式第９号（第１２条関係） 

  年  月  日 

 

 

            様 

 

長岡京市長        

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付確定通知書 

 

     年  月  日付け、      で決定した補助金の交付について、下記のと

おり確定したので長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要綱第１２条の規

定により通知します。 

 

記 

 

１ 危険住宅の所在地 

 

 

２ 交付決定額             円 

 

 

３ 交付確定額             円 

  



別記様式第１０号(第１３条関係) 

  年  月  日 

 

 

長岡京市長 様 

 

請求者  〒   －      

住所          

氏名                  

電話番号          

 

 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金支払請求書 

 

  年  月  日付け、      で交付決定されました住宅等土砂災害対策

改修支援事業が完了したので、長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金交付要

綱第１３条に基づき、次のとおり請求します。 

 

補助年度 

年度 

補助金の名称 

長岡京市住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金 

補助金交付確定額 

                              円 

今回交付請求額 

                              円 

添付書類 

１ 補助金交付確定通知書の写し 

２ その他 

 

 

 

上記補助金については、口座振替の方法によ

り受領したいので、次へ振込みされるよう申し

出ます。 

金融機関名             支店        

口座番号 普通・当座預金          

ﾌﾘｶﾞﾅ 

口座名義人名                           

            

 


